
Ⅴ 有効性や効率性の向上の可能性があると判断した事務事業⇒ ⑥ 上記以外の方法（その他）

理由

1 総務課

3
0
1
8

行 政 管 理
事業

自
治
事
務

効
率
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

八千代市第４次総合計画前期
基本計画に掲げた施策を推進
するため，計画に対応した組織
改正を行う

あ
る

第４次総合計画前期実施
計画に掲げた施策を推進
するため，計画に対応した
組織改正を行うにあたっ
て，限られた人数と施設
で，何を優先させていくの
かが課題となる。

課題を
解決し
て推進

第４次総合計画
に掲げた施策を
推進するため，
課題解決に努め
組織改正等につ
いて推進するこ
と。

2
総合企画
課

3
0
4
0

企 画 政 策
調整事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

①行政評価システムの活用（各
事業の現状と今後の方向性が
明確に示されるため，第３次総
合計画の検証および第４次総合
計画の推進における重要な資
料となる）

②市民満足度調査の実施（数値
目標の達成度ならびに住民生
活の満足度を把握することで，
第３次総合計画の有効的な検
証が可能となる）

③コミュニティ推進計画における
市民委員会の設置（市民による
意見・提案の場を設けることは，
市民と行政の相互理解に繋が
り，また地域住民主体のまちづ
くりに向けての環境整備として
の効果も期待できる）

な
い
0 推進

行政評価システ
ムを活用し，施
策等の検証を行
い，効率的な事
業の遂行に努め
ること。また，コ
ミュニティ推進計
画については，
市民参画の方策
を検討すること。

3
総合企画
課

4
0
4
9

行 政 評 価
推進事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

事務事業評価の効率化を図る
ため，評価スケジュールの見直
しを図る。


行政評価の透明性・客観性の
確保，また評価結果の有効活用
を図るため，第三者の視点によ
る評価について検討を行う。


第３次総合計画の検証として
役立てるため，全ての施策につ
いて評価を実施する。

あ
る

事務事業評価は，財務
会計の細事業と評価単位
を連動させているが，細事
業には複数の事業を含ん
でいるため，評価が困難。


行政評価における外部
評価に限らず，本市の外
部評価の導入目的を明確
にし，その他の手法につい
ても研究し，導入を図って
いく必要がある。

課題を
解決し
て推進

評価結果の有効
活 用 を 図 る た
め，課題解決に
努 め る こ と 。 ま
た，第三者評価
については，引
き続き検討する
こと。

4
総合企画
課 統計
調査室

3
1
0
6

統 計 調 査
総務事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

八千代市統計協議会による統
計思想の啓蒙だけでなく，市広
報紙や市ホームページ等を活
用し統計調査の重要性や調査
への協力を幅広く行うとともに，
大規模調査で必要となる調査員
の早期確保を行うことにより有
効性の向上が図れる。

あ
る

統計調査の重要性が理解
されていないと伴に，プラ
イバシー保護意識の高ま
りにより協力を得ることが
難しい。


課題を
解決し
て推進

統計調査の協力
と調査員の早期
確保に向け，課
題解決に努め順
次 推 進 す る こ
と。

評価調整委員会評価
課題

整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

「検討」と判断した事務事業は，費用対効果や手段の問題等，解決しなくてはならない課題があり，当面は検討

を行うものとします。「課題を解決し推進」とした事務事業は，担当課において実施にあたり課題があるとした事

務事業であり,その解決が可能であれば推進することとします。「推進」と判断した事務事業は，推進に向け予

算編成に活用することにします。
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理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

5
総合企画
課 国際
推進室

4
0
7
7

国 際 推 進
事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

国際交流協会では，同会日本
語指導ボランティア部会が通訳
などの協力を得ながら，在住外
国人を対象とした日本語講座を
開催している。この講座を継続
開催することで，在住外国人を
含んだ全市民の生活の利便性
を向上させることができる。ま
た，協会がさまざまなイベントを
開催し，世界の文化を紹介する
ことで，市民の多文化共生への
理解につながる。市としては，庁
内の窓口担当者が情報を共有
し，平成２２年１０月に村上団地
内に開設した多文化交流セン
ターを活用して多言語による情
報を発信していく。

あ
る

国際交流協会の会員数が
尐なく，会員の会費収入の
みでは各種事業を行うこと
は不可能である。また，積
極的に活動している人数も
限られているため，行政の
補助が必要である。

多文化共生という状況に
ついて，言葉も含め市民
の理解を得られていない。

課題を
解決し
て推進

国際交流協会等
と協力・連携し，
課題解決に努め
多文化共生への
事業を推進する
こと。

6
広報広聴
課

3
0
2
9

広 報 発 行
事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

見やすい紙面や市民に親しまれ
る広報紙づくりを目指すために，
職員のスキルアップが求められ
る。また，市の記録を活用しや
すくし，保存するために，撮影ネ
ガデータ等の索引づくりや資料
整理が求められる。


あ
る

膨大な資料を短期間で整
理するには，人員の増加
または外部委託が必要と
なる。

検討

広報紙づくりの
ための職員のス
キルアップを図
ること。また，人
員の増加や外部
委 託 に つ い て
は，費用対効果
を検証したうえ
で蓄積された記
録の有効活用を
図るべく資料整
理に努めること。

7 職員課

3
0
2
2

人 事 管 理
事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

組織が職員にどのような役割を
果たすことを求め，どのような能
力や実績を評価するのかを明
示し，それに基づく公正な処遇
を図ることにより，明確な理念の
下に人材を活用し，組織の活力
を高めること。

あ
る

人事評価システムの構築・
導入に当たってのノウハウ
やスキル

課題を
解決し
て推進

人事評価システ
ムの構築につい
ては，課題解決
に努め順次推進
すること。

8 財政課

3
0
3
5

財政 管理
事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

事業担当課が行政評価制度を
活用し，各事業の有効性を向上
させることが，市全体としての事
業効果の改善につながる。財政
課では，必要に応じて事業担当
課と協議し，事業の有効性の確
認を行う。

あ
る

各部局において，事業実
施に関する抜本的見直し
が必要となる場合がある。

課題を
解決し
て推進

事業担当課にお
ける各事業毎の
行 政 評 価 に よ
り，財政上の視
点を加味した検
証を行い，日頃
から財政運営の
健全化を意識し
たうえで課題解
決 に 努 め る よ
う ， 推 進 す る こ
と。
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理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

9 資産税課

3
0
7
9

資 産 税 賦
課事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

１．臨時的任用職員の事務分担
範囲を拡大することにより，業務
の効率化や，一般職員の時間
外勤務減尐による経費削減を
図れる。

２．基幹情報システムの再構築
により，これまで手作業が多く生
じていた過年度課税処理等にも
迅速に対応できることとなり，ま
た，システム間連携が確保され
ることで，非効率だった作業が
解消され，事務負担の軽減に繋
がる。

あ
る

１．臨時的任用職員の事
務量が増加する場合，正
確かつ効率的に業務が遂
行できるよう，内部研修・
内部マニュアルの整備や，
管理体制の強化などが課
題として考えられる。

２．基幹情報システムの再
構築に向け，情報管理課
を中心とした関係部署との
綿密な協議・調整や，新た
なシステムへのデータ移
行・帳票確認・テスト等あら
ゆる側面における十分な
精査が不可欠となる。

課題を
解決し
て推進

基幹情報システ
ム の 一 部 で あ
る，税システム
の導入及び臨時
的任用職員の活
用については，
課題解決に努め
推進すること。

10 資産税課

4
0
2
3

固 定 資 産
家 屋 評 価
事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

1.固定資産課税システムや航空
写真システムの機能強化によ
り，課税漏れ・課税誤り及び新・
増築未評価家屋や滅失等の把
握及び判別等に役立て，土地評
価事業との連携をより円滑，効
率的に行うことができる。



2.臨時的任用職員を活用し，現
に一般職員が担任する家屋調
査・評価に係る事前準備，調査・
評価事務，事後処理事務に従
事させる。これにより，一般職員
の調査余力を創出する。

あ
る

１．固定資産課税システム
等 の 機 能 強 化 に つ いて
は，システム改良やデータ
の作成等に多くの時間と
経費を要する。

２．臨時的任用職員の活
用には受入環境及び技術
習得等の整備が必要とさ
れる。

課題を
解決し
て推進

基幹情報システ
ムの構築及び臨
時的任用職員の
活 用 に つ い て
は，課題解決に
努め業務効率を
向上させ，その
業務配分を調査
や調査に対する
啓蒙にも振り向
けていくこと。

11
健康福祉
課

3
1
1
3

社 会 福 祉
協 議 会 運
営 補 助 事
業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

八千代市第２次行財政改革大
綱前期推進計画の取組みとし
て，より効果的な補助金の交付
に向けた調査・検討を行ってお
り，有効性や効率性も踏まえて
進めていく。補助金の交付方法
（補助となる対象事業,補助率
等）の見直し。

な
い
0 推進

経営改善・強化
計 画(H21～23)
に基づき，より効
果的・効率的な
補助金の交付を
図ること。

12
健康福祉
課

3
2
0
7

環 境 衛 生
事務事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

高齢化に伴い火葬等の件数増
加が見込まれることから，火葬
場の分散化の具体策として四市
複合事務組合において第2斎場
の整備を目指している。

あ
る

建設にあたっての費用の
一時的な増加，周辺地権
者への対応が必要と見込
まれる。

課題を
解決し
て推進

第二斎場の建設
に向け四市複合
事務組合に協力
し，課題解決に
努め順次推進す
ること。

13
長寿支援
課

3
1
3
2

生きがい対
策事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

市民から定員増の要望があっ
たふれあい大学校について、ふ
れあい大学校公開講座を開催し
授業を体験してもらうことによっ
て、より多くの希望者に受講の
機会の提供が出来る。

あ
る

新規講座開催により講師
の確保や運営に伴う担当
職員の事務負担が増加す
る。

課題を
解決し
て推進

ふれあい大学校
の拡充等，課題
解決に努め順次
推進すること。

14
長寿支援
課

3
1
3
3

在 宅 福 祉
サービス事
業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

アナログ回線またはADSL回
線のみの対応となっている緊急
通報システムについて，マルチ
回線の対応を図り、高齢者の安
全・安心な生活を確保する。

な
い
0 推進

緊急通報システ
ムの対応回線の
拡充等について
推進すること。
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理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

15
障害者支
援課

4
1
9
7

地 域 自 殺
対策事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

自殺の原因には様々な要因が
複雑に絡んでおり，関連部署・
機関との連携を強化し包括的な
支援により，早期発見・早期の
適切な対応につなげられる。

あ
る

自殺予防への関心の薄い
一般市民や，働きざかりの
中高年，失業中の人など
社会的リスクの高い人へ
のアプローチが必要であ
るが，関心を喚起すること
が難しい。


課題を
解決し
て推進

自殺予防に関し
ての普及啓発に
ついては，課題
解決に努め，全
庁的な取り組み
等を検討するこ
と。

16
児童発達
支援セン
ター

3
1
7
0

児 童 発 達
支 援 セ ン
ター運営事
業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

記録の簡素化や統一化を検討
し事務処理所要時間の短縮を
図り，また療育と「ことばと発達
の相談室」を一体化することに
より，療育の機能充実を図って
いく。

障害児施設の現状と課題，今後
の，施設運営のあり方について
児童発達支援センター在り方検
討委員会を立ち上げ，課題の整
理が必要である。

な
い
0 推進

センターの建替
えに向け，施設
規模や機能など
児童発達支援セ
ンターのあり方
について検討す
ること。

17
児童発達
支援セン
ター

4
0
2
8

障 害 児
（ 者 ） 相 談
支援事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

外来・巡回相談や「ことばと発達
の相談室」の一体的な相談支援
体制をさらに充実するため，専
門職員の増員配置や専門性の
向上について検討していく。

施設の持つべき機能，在り方に
ついて検討するとともに，相談
支援体制が充実できるように取
り組んでいく。

あ
る

財政状況を充分考慮しな
がら検討していく。

検討

障害児（者）相談
支援を含めた児
童発達支援セン
ターのあり方に
ついて検討する
こと。

18
健康づく
り課

9
1
6
2

特 定 健 康
診査・特定
保 健 指 導
事業

法
定
受
託
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

健診においては，国保年金課と
連携し広報・ホームページ等で
必要性等の周知徹底を図るとと
もに，未受診者へのアンケート
調査により受診率の向上を目指
す。保健指導においては，健診
受診率アップによる対象者の拡
大，並びに，特定保健指導対象
者以外に対する健康相談等の
実施により，保健指導の拡充を
図り医療費の削減へ結び付け
る。


あ
る

医療費削減に対しては，
生活習慣病だけに着眼す
るのではなく，レセプト分析
による医療費の実態把握
が必須である。そのために
は，マンパワーの確保等
が必要であり，人件費の
増加が見込まれる。


検討

国保年金課と連
携を図り，課題
解決に努め受診
率の向上に努め
ること。

19
国保年金
課

9
0
0
6

賦 課 徴 収
事業

法
定
受
託
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

納付環境の整備として，従前よ
り口座振替の推進，コンビニエ
ンスストアでの納付取扱いを進
め，20年度からは，高齢者世帯
の年金からの特別徴収を開始
し，対象世帯の納付の簡便化を
図り，更に21年度から導入した
葉書様式の口座振替依頼書を，
22年度では賦課世帯に一斉送
付して，口座振替手続きを簡便
化して利用の促進を図り，未納
者の減尐，収納率の向上に努
めている。

今後においては，携帯電話での
操作により納付が可能となる「モ
バイル・レジ」の検討を進め，納
付環境の更なる整備拡大に努
める。

あ
る

来年度以降においては，
モバイル・レジの機能に
「ヤフークレジット」での取
扱いも可能となる予定があ
り，これを利用するとした
場合の手数料等の負担が
生じる。

検討

収納率の更なる
向上を目指し，
費用対効果を検
証したうえで，新
たな納付方法の
導入について検
討すること。

4



理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

20
元気子ど
も課

4
1
3
4

子ども医療
費 助 成 事
業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

助成対象年齢を拡大させること
により有効性の向上を図る。


あ
る

システム改修に伴う費用
等

課題を
解決し
て推進

助成対象年齢の
拡 大 に つ い て
は，県の制度改
正等の動向に注
視し，課題解決
に努め推進する
こと。

21
子育て支
援課

3
1
7
6

学 童 保 育
事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

・既存施設における定員の拡大
や通所対象地区の見直し，ま
た，社会福祉法人等への新規
運営委託等を行うことによって，
待機児童を発生しないようにす
る。

・現在使用しているハードは導
入から相当の年数が過ぎ，また
使用しているシステムはハード
導入時に職員が作成したもの
で，そのシステムにより児童台
帳管理や保育料管理を行ってい
るが，現在の既製のシステムと
比較し効率性に欠けることは否
めず，有効性・効率性から思料
した時，ハード及びシステムの
改善が必要不可欠である。

あ
る

経費が増加する。また，放
課後等の子どもたちの安
全で健やかな活動場所の
確保を図る観点から，放課
後子どもプラン推進事業
の放課後子ども教室の実
施について求められている
関係部署と今後の方向性
について協議していかなけ
ればならない。さらに，これ
を実施した場合，学童の運
営について時間や料金等
どうするのかといった課題
等がある。

検討

待機児童の解消
等のため定員増
や新設について
検討すること。
児童台帳管理や
保育料管理につ
いては，経年の
中でハード及び
システムの双方
に課題が生じて
いることから，費
用対効果を検証
したう えで 新シ
ステムの導入を
推進すること。

22
子育て支
援課

4
1
9
6

児 童 一 時
預かり支援
事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

「病児・病後児保育事業」にあっ
ては，現在勝田台地区１施設の
みであり，市内全域をカバーす
るという面から他地域にも増設
することにより，利用者のニーズ
に応えると伴に利便性の向上か
ら利用も増える。

あ
る

増設による事業費の増。

新規委託先の確保。

課題を
解決し
て推進

他地域への増設
については，課
題解決に努め，
制度の充実につ
いて推進するこ
と。

23
母子保健
課

3
1
8
7

予 防 接 種
事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

予防接種法施行令の一部を改
正する政令等の施行により，日
本脳炎予防接種の対象者を4歳
以上20歳未満の者が追加され
たことや定期の予防接種の実施
についての一部改正により，平
成23年度に9歳及び10歳になる
者に積極的な勧奨を行う。今後
もシステム運用により，接種率
の把握と向上に努めたい。

子宮頸がん予防ワクチン、ヒブ
ワクチン及び小児用肺炎球菌ワ
クチンの任意予防接種を実施し
子宮頸がんの発生予防や感染
症の発生及び重症化を予防す
る。

あ
る

定期予防接種（日本脳炎
予防接種）及び任意予防
接種を実施するためには、
経費が増加する。

検討

国の動向に注視
し，予防接種率
の向上を図るこ
と。また，健康管
理システムの有
効活用に努める
こと。

5



理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

24
生涯学習
振興課

3
4
2
5

社 会 教 育
振興事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

・家庭教育に関するホームペー
ジなどを通じての家庭における
教育の充実に資する情報の提
供，各種講座の開催，発達段階
に応じた講演会の開催など内容
を充実させる。また施策を展開
していく場を広げるため，例えば
学校行事などのさまざまな場を
利用し，家庭教育の浸透に努め
ることで普段関心を持たない親
に働きかけていく。

・市内９公民館と総合生涯学習
プラザの役割分担を決め，連携
強化を図る。

・「放課後子どもプラン推進事
業」については，平成23年度よ
り子ども部において実施する。


な
い
0 推進

家庭教育につい
ては，公民館と
連携を密にする
など様々な場を
活用し，事業を
進 め る こ と 。 ま
た，ホームペー
ジを活用し，情
報発信に努める
こと。

25 公民館

3
8
9
0

公 民 館 運
営事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

○講演会は生涯学習振興課，
個々の講座は公民館と役割分
担を明確にするとともに，連携し
て事業の実施にあたることで，
成果の向上を図る。

○趣味的な講座はカルチャース
クール等の民間事業者，公民館
は，啓発的な講座や地域・世代
間の連携・交流を促す講座など
の教育的意図の高い講座の実
施を図る等，主催講座の運営に
ついて見直しを行う。

○「ボランティア講師登録制度」
による指導者の育成を推進，学
習情報提供（ＨＰ等），学習相談
を含めた総合的な学習環境の
整備をし，市民への学習支援体
制の強化を図る。

あ
る

教育的意図の高い講座
については，参加者が減
尐する傾向にあるため，市
民への啓発方法等，講座
の運営にあたっては工夫
が必要である。

課題を
解決し
て推進

主催講座や講演
会等について，
課題解決に努め
推進すること。

26
環境保全
課

3
6
8
1

水・地質環
境 対 策 事
業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

第１には，本事務事業を「水環
境対策事業」と「地質環境対策
事業」に２分する。これによって
事務事業の対象や指標などが
明確になり，分かりやすい評価
が可能となる。第２には，「地質
環境対策事業」については，現
在休止・縮小している各種調査
事業を再開し汚染除去対策を推
進する。これによって，汚染拡大
の防止が期待できる。第３につ
いては，両事業とも一定の経験
や知識が必要な事務であること
から人事異動に際しては職員構
成と適正に配慮する。これらに
よって，複雑多岐化する水・地
質環境対策事業を創造的に展
開できるうえ，職員の能力開発
と技術の伝承が可能となる。

あ
る

1．休止している事業の再
開と対策事業のための予
算を確保すること。２．熟
練職員の異動あるいは退
職に備えて技術を伝承で
きる人員体制を築くこと。
３．専門的な研修に参加さ
せること。

検討

調査事業の再開
及び専門的な研
修 等 に つ い て
は，費用対効果
を検証したうえ
で推進すること。
職員配置につい
ては，職員課と
協議すること。

6



理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

27
環境保全
課

3
6
8
3

音・振動環
境 対 策 事
業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

騒音・振動の測定技術を習得し
た人材を育成し，速やかに苦情
等の対応ができるようにする。ま
た，測定機器を充実する。

特定施設の台帳化を進め，苦情
に速やかな対応や騒音・振動低
減施策の基礎資料として活用す
る。

あ
る

騒音・振動測定技術の人
材育成に時間が必要であ
る。また測定機器の整備
には経費を要する。

検討

人材育成及び測
定機器の整備等
については，費
用対効果を検証
したうえで推進
すること。

28
環境保全
課　環境
政策室

4
1
7
0

省 エ ネ ル
ギ ー ・ 新エ
ネルギー推
進事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

啓発等により八千代市地域新エ
ネルギー・省エネルギービジョン
の内容の徹底を図り，市民，事
業者の協力を得ながら有効性
や効率性を向上させていく。

あ
る

新エネルギーの導入等に
ついては，補助金制度の
創設，公共施設への太陽
光発電設備等の設置等が
喫緊の課題である。

課題を
解決し
て推進

新エネルギーの
促進にあたって
は，課題解決に
努め順次推進す
ること。

29
クリーン
推進課

3
2
2
8

廃 棄 物 処
理 企 画 調
整事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

廃棄物処理手数料の見直しや
ごみ分別方法の細分化。また，
リサイクルセンターを整備するこ
とにより，ごみの減量化やリサイ
クルの推進に効果がある。

あ
る

分別の細分化に伴う，収
集・処理経費の増加。受益
者負担の増加は，市民の
理解に大きな課題がある。

課題を
解決し
て推進

手数料の見直し
や ご み の 減 量
化，また資源化
施 策 に つ い て
は，課題解決に
努め順次推進す
ること。また，受
益者負担につい
ては，慎重に検
討すること。

30
クリーン
推進課

3
2
3
0

リサイクル
推進事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

広報紙や啓発ちらし等による広
報活動を通して，生ごみたい肥
化容器等購入費補助金制度や
集団資源回収，ごみ減量学習
会などの事業等を拡充推進する
ことにより，ごみの発生抑制とリ
サイクルが推進される。

あ
る

経費増，市民・事業者等の
理解

課題を
解決し
て推進

ごみ発生抑制や
リサイクルにつ
いては，課題解
決に努め順次推
進すること。

31
クリーン
推進課

3
2
3
2

塵 芥 収 集
事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

指定ごみ袋・粗大ごみ処理手数
料，可燃ごみ収集方法(収集回
数)等の見直しにより，ごみの減
量化が図れる。

あ
る

経費の増加，市民の理解
と合意

課題を
解決し
て推進

ごみの減量化に
ついては，課題
解決に努め順次
推 進 す る こ と 。
受益者負担につ
いては，慎重に
検討すること。

32
清掃セン
ター

3
2
3
5

埋 立 処 分
地 施 設 管
理事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

処分場の維持管理は，埋立が
完了した後においても，「廃棄物
処理及び清掃に関する法律」の
規定により，長期にわたり安全，
適正な維持管理が必要である。
埋立が完了した処分場につい
て，土地の平面的な有効利用と
して，多目的広場の整備を図
る。


な
い
0 推進

第２次最終処分
場については，
多目的広場とし
て，有効活用を
推進すること。

7



理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

33
都市計画
課

3
3
2
4

都 市 計 画
事業

法
定
受
託
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

窓口や電話での都市計画情報
の照会業務が多い事から，都市
計画情報をインターネットで配信
する事ができれば，業務の効率
化，照会者の利便性が向上す
る。また窓口での地図販売があ
る事から，臨時的任用職員等の
活用により，業務の効率化が図
られる。

あ
る

インターネットで配信する
ためのソフトに係る経費
や，情報管理課における
対応が必要となる。

検討

インターネット等
の配信について
は,費用対効果
を検証したうえ
で順次推進する
こと。
ま た ,臨 時 的 任
用職員の活用に
ついては業務量
等を検討するこ
と。

34
都市計画
課

4
0
5
6

公 共 施 設
循環バス運
行事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

事業の見直しを行うことにより，
補助金の軽減を図るとともに，
利用者のサービス向上が図ら
れる。

あ
る

新たな事業方針の策定を
どのように進め決定する
か。

市の現状にあったバス対
策事業への移行を現行の
バス利用者にどのように
納得してもらうか。

新たな事業方針策定の透
明性の確保，現状運行の
代替手段の検討，市民の
理解を得るための十分な
説明。

課題を
解決し
て推進

交通手段を持た
ない高齢者等の
利便性の向上を
図るため，課題
解決に努め事業
を見直すこと。

35
公園緑地
課

3
3
4
2

都 市 公 園
管理事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

街区公園は市民にとって身近
な施設であることから環境美化
里親制度（アダプト制度）の拡充
を図り，地域環境の美化や安全
を市民と市が一体となって推進
することにより維持管理コストを
削減し，施設整備の充実を実現
する。


あ
る

環境美化里親制度（アダプ
ト制度）の母体は，町内
会，婦人会，老人会等の
地域コミュニティ団体や個
人ですが，登録団体や個
人の加入が進んでいませ
ん。しかし，登録はしてい
ないものの公園美化活動
を行っている方々も見受け
られることから，更なるPR
が必要です。

また，地域自治会による組
織的な取組みとなるように
働きかける必要もありま
す。

課題を
解決し
て推進

アダプト制度の
拡充については,
課題解決に努め
順次推進するこ
と。

36
公園緑地
課

3
3
4
7

都 市 公 園
建設事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

国の交付金を活用し，公園施設
の整備や老朽化した施設のリ
ニューアルを行う。

あ
る

新たな公園の建設に伴う
経費やリニューアルに係る
経費が増大する。また，業
務量が増大する。

検討

公園の建設やリ
ニューアルにつ
いて は,費 用 対
効果を検証した
うえで推進する
こと。

37
公園緑地
課

3
3
4
8

県 立 八 千
代 広 域 公
園 建 設 事
業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

県立八千代広域公園の事業
地を活用し，国の交付金を使っ
て八千代市総合グラウンド等を
建設することにより効率的・効果
的な文化・スポーツ環境基盤の
整備・充実が可能となります。


あ
る

県の公園用地に市の施設
を整備するため，県の整
備 と の 役 割 分 担 や ス ケ
ジュール等の調整を必要
とする。

課題を
解決し
て推進

広域公園の整備
については，課
題解決に努め順
次 推 進 す る こ
と。総合グラウン
ド等の建設につ
いては，施設ご
とに新たに設け
た事業において
推進すること。

8



理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

38
公園緑地
課

4
0
7
3

体 育 施 設
管理事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

老朽施設の改修，総合グラウ
ンドの建設により機能を向上さ
せ，スポーツ・レクリエーション事
業の有効性，効率性を向上させ
ることを検討する。併せて適正
な受益者負担を求めることも検
討する。

あ
る

施設の改修，新設に伴う
費用は増加しますが，公
の施設のライフサイクルコ
ストを市民に提示し，再建
の た め の 適 正 な 使 用 料
（利用者負担割合）の設定
に対する理解を求めること
が必要です。

検討

老朽化した体育
施設の改修につ
いては，費用対
効果を検証した
うえで推進する
こと。また，受益
者負担について
は，慎重に検討
すること。

39
土木管理
課

4
0
0
6

法 定 外 公
共 物 （ 赤
道 ・ 水 路
等）管理事
業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

法定外公共物管理システムを
導入しているが、利用範囲が狭
いため、今後は利用範囲を拡大
する。

な
い
0 推進

システムの利用
拡 大 に つ い て
は，順次推進す
ること。

40
産業政策
課

4
0
4
3

産 業 政 策
事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

近隣市町村の住民や市街地住
民との交流を活性化するため，
祭の周知方法や開催内容等に
ついて，八千代ふるさと親子祭
実行委員会及び八千代どーん
と祭実行委員会に検討の要請
をしていく。



観光資源の発掘，活用を図るた
め，観光に係る懇談会を設置す
る。

あ
る

八千代ふるさと親子祭花
火大会会場と八千代どー
んと祭の来場者用の駐車
場として使用している広域
公園用地が「新川周辺地
区都市再生整備計画」に
より，平成２２年度から５か
年間総合グランド等の整
備が予定されているため，
八千代ふるさと親子祭実
行委員会及び八千代どー
んと祭実行委員会と協議
調整を図りながら，今後の
祭の開催実施にむけて検
討する必要がある。

課題を
解決し
て推進

祭実行委員会と
連携し，交流人
口の増加を図る
ため周知及び開
催方法・花火会
場等の課題解決
に努め順次推進
すること。
また，第４次総
合計画において
施策体系が見直
さ れ て おり ， 今
後，この施策体
系に基づき，観
光に係る懇談会
を設置し推進す
ること。

41
選挙管理
委員会事
務局

3
0
8
9

選 挙 管 理
委 員 会 運
営事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

・適正規模の投票区を設定する
ことについては、関係する有権
者の理解を得ながら調査・検
討・実施に着実に取組むなど，
調査・検討・実施の各段階の課
題に拙速を避け中期的な視点
で取組むこと及び，そして望まし
い機能を有する投票所の確保
については，適当な公共施設あ
るいは民間施設の誕生の機会
を捉えて，積極的に取組むこと
により成果を上げることが可能
である。

あ
る

・投票区・投票所共に新
設・変更共に見直すため
には利害関係を有する有
権者の理解を得なければ
ならない。そのための調整
には慎重且つ周到な準備
をもって臨むべきである。

・新たな投票所施設，安
全・適切な機能を有する投
票所施設の確保について
は，選挙管理委員会は，
建設等の主体となることは
できないという基本的な制
約がある。そのような施設
の存在して初めて取組め
ることである。

課題を
解決し
て推進

投票区の見直し
等については，
課題解決に努め
推進すること。

42
監査委員
事務局

3
1
1
0

監 査 事 務
事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

平成２２年１２月１４日に策定し
た八千代市監査基準に基づき
監査を実施する。

な
い
0 推進

八千代市監査基
準に則し監査を
実施すること。

9



理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

43
農業委員
会事務局

3
2
5
5

農 業 委 員
会 運 営 事
業

法
定
受
託
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

現行の農家台帳管理システム
及び農地地図情報システムの
改良には経費が伴い限界もある
ので，新たなシステムを導入し
て関係部署との情報提供や共
有を図り，有効に活用する。

あ
る

一 時 的 な 経 費 は 増 え る
が，活用範囲が拡大する
ことで，全体経費は尐なく
て済むと思慮する。


課題を
解決し
て推進

新たなシステム
の導入について
は，費用対効果
を検証したうえ
で推進すること。
また，市長部局
との連携につい
ては，可能なこ
とを整理したうえ
で推進すること。

44
教育総務
課

3
3
9
6

小 学 校 管
理事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

学習環境を改善するため、扇風
機を設置する。

な
い
0 推進

扇 風 機 の 設 置
等，環境改善に
努めること。

45
教育総務
課

3
4
0
5

小 学 校 施
設 整 備 事
業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

小中学校の適正配置を図るた
め、八千代台東小学校と八千代
台東第二小学校を統合するた
めの八千代台東小学校校舎改
築工事基本設計委託を実施す
る。

な
い
0 推進

統合に向けた小
学校の施設整備
を順次推進する
こと。

46
教育総務
課

3
4
0
7

中 学 校 管
理事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

学習環境を改善するため、扇風
機を設置する。

な
い
0 推進

扇 風 機 の 設 置
等，環境改善に
努めること。

47
教育総務
課　文化
財班

3
7
9
0

文 化 財 保
護 普 及 事
業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

専門的分野の職員の増員によ
り，職員の継続的な調査に基づ
き，市内に眠る多くの歴史的遺
産を発見し，また，埋蔵文化財
も重要遺跡の調査などの能動
的な調査を可能とし，文化財の
保護行政を積極的に展開できる
効果を上げる。さらに，これらの
事業の成果をもって普及啓発活
動をより活発に展開できる。

あ
る

専門職員の増員と育成 検討

埋蔵文化財に係
る専門職員の増
員については，
費用対効果を検
証したうえで，順
次 推 進 す る こ
と。

48
教育総務
課　文化
財班

3
8
0
5

不特定・公
共 事 業 埋
蔵 文 化 財
調査事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

過去に行われた不特定遺跡
調査事業及び公共事業関連遺
跡調査事業で未整理・報告書が
刊行されていない調査が多々残
されており，早急に記録保存とし
ての業務の完了をする必要が
ある。このため埋蔵文化財担当
職員の増員と本整理費・報告書
刊行経費の予算化が必要であ
る。

あ
る

担当職員の増員と経費
の増加を伴う。

課題を
解決し
て推進

整理作業に係る
職員増や報告書
等の刊行につい
ては，課題解決
に努め順次推進
すること。

49 学務課

3
3
8
4

学 校 教 育
総務事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

八千代市立八千代台東小学校
及び八千代台東第二小学校を
統合することによって学校の適
正規模になり，教職員の配置等
がより適切に行われることによ
り，教育環境のさらなる充実が
図れる。

あ
る

統合による様々な問題が
考えられる（通学路や児童
の心のケア等）


課題を
解決し
て推進

八千代台東小学
校と八千代台東
第二小学校の統
合については，
統合準備委員会
で十分に協議し
ながら，順次推
進すること。
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理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

50 指導課

3
3
8
5

情 操 芸 術
教 育 振 興
事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

土・日の展示ができる人的配置
や会場の確保を行うことにより，
美術展の展示数及び参観者の
増加が考えられる。

あ
る

人的配置や会場借用等の
経費増。

検討

美術展における
人的配置や会場
確 保 に つ い て
は，費用対効果
を検証したうえ
で，推進するこ
と。

51 指導課

3
3
8
7

教 育 振 興
事業

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

子どもサミット、郷土読本作成、
学校要請訪問、外国人児童生
徒教育相談員派遣等の事業を
充実させることにより、児童生徒
の社会性の育成、教員の指導
力向上、外国人児童生徒の学
校生活への適応等の課題解決
を図り、学習環境の向上という
所期の目的に近づくことができ
る。

あ
る

子どもサミットの参加人数
や活動の拡大を図るため
に会場費等，また，外国人
児童生徒教育相談員の人
的配置の拡充を図るため
の人件費等，経費増。

検討

学習環境の向上
のための人的配
置や内容の充実
については，費
用対効果を検証
したうえで，順次
推進すること。

52 指導課

3
3
9
0

教 育 研 修
事業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

教職員の資質・能力の向上に向
け，新しい教育課題解決のため
の研修の場の設定，各校の研
究の取組等を充実させる。

あ
る

講師謝金等の経費増。 検討

教職員の研修の
充 実 に つ い て
は，経費の増加
を伴うことから，
費用対効果を検
証したうえで，研
修の順位付け等
を行い，推進す
ること。

53
青尐年セ
ンター

4
0
6
9

青尐年セン
ター運営事
業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

現状として，青尐年のプロフの
モニタリングにおいて様々な非
行が見受けられる。前年度はモ
ニタリング用に携帯電話を購入
し，パソコンから入れない画面を
チェックできるようにした。平成
23年度は携帯等のモニタリング
の回数を増加させてより多くの
情報を把握し，学校や警察等関
係 機 関 へ 必 要 な 情 報 提 供 を
行っていくこと，また非行に結び
つきやすい場所を把握し重点的
に街頭補導活動を行っていくこ
とが，今後青尐年の非行を未然
に防ぐ対策として有効となる。ま
たより多くのモニタリングができ
るように必要な知識と技術を
持った再任用職員を新たに配置
し活用していく。

な
い
0 推進

青尐年の非行防
止のためのモニ
タリングについ
ては，順次推進
すること。
また，再任用職
員等の活用につ
いては，対応可
能な業務を十分
に検討・整理し
た うえ で， 推進
すること。

54 警防課

3
3
6
1

警 防 管 理
事業

法
定
受
託
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

①再任用職員及び女性消防団
員を活用して，普通救命講習会
等の回数を増す。



②警防管理事業から救急救助
管理事業を分離することにより，
事務の効率化が図られる。

な
い

　 推進

普通救命講習会
については，回
数を増やし，推
進 す る こ と 。 ま
た，救急救助に
ついては，事業
を分割して推進
すること。
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理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

55 指令課

4
0
4
5

指 令 管 理
事業

法
定
受
託
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

1. 位置情報システム（統合型）
の導入によって経費削減が図ら
れる。

2. 消防救急無線のデジタル化
により通信の秘匿性の向上及び
データ通信等の高機能化が図ら
れる。

な
い
0 推進

位置情報システ
ム統合型の導入
及び消防救急無
線のデジタル化
については，順
次 推 進 す る こ
と。

56
経営企画
課

9
9
1
7

庁 舎 整 備
事業

自
治
事
務

効
率
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

庁舎の耐震補強もしくは、建て
替えを行う。

あ
る

耐震補強や建て替えなど
を行うには、多大な経費が
必要となるため。

検討

庁舎整備のため
の手法や費用対
効果について検
証すること。

57
給排水相
談課

9
8
1
5

下 水 道 使
用 料 徴 収
費

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

水道料金・下水道使用料徴収等
業務委託の契約方法と仕様書
の見直しにより，業務の合理化
と事務改善を図りコスト縮減に
努める。また，システム変更によ
る滞納者のデータ管理と時効の
管理が出来るようになる。

な
い
0 推進

収納窓口の拡大
について今後も
検討すること。ま
た，料金徴収シ
ステムの変更に
よる滞納整理等
へ の 活 用 を 図
り，未収金の早
期回収に努める
こと。

58
給排水相
談課

9
9
2
0

水 道 料 金
及 び 下 水
道 使 用 料
徴収費（水
道 事 業_収
益的支出）

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

水道料金・下水道使用料徴収等
業務委託の契約方法と仕様書
の見直しにより，業務の合理化
と事務改善を図りコスト縮減に
努める。また，システム変更によ
る滞納者のデータ管理と時効の
管理が出来るようになる。

な
い
0 推進

契約内容の見直
しと長期継続契
約 を 行 う こ と で
改革改善を図る
こと。また，料金
徴収システムの
変更による滞納
整理等への活用
を図り，未収金
の早期回収に努
めること。

59
給排水相
談課

9
9
2
3

水道メータ
管理事業

自
治
事
務

効
率
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

メータ管理の増加する業務量に
対し，貯蔵品管理システムの見
直しを行い再任用職員等を活用
し，コストの高騰を抑え効率化を
図っていく。

な
い
0 推進

貯蔵管理システ
ムの見直し等に
より，水道メータ
の出庫管理の効
率化を図ること。
また，再任用職
員等の活用を図
ること。

60 建設課

9
9
3
2

石綿セメン
ト管更新事
業

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

詳細更新計画を見直し,実施設
計業務を民間に委託することに
より,石綿セメント管の更新延長
を拡大する。

な
い
0 推進

更新計画の見直
し を 図 る と と も
に，設計業務の
民 間 委 託 に よ
り，石綿セメント
管の更新を積極
的に推進するこ
と。
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理由
評価調整委員会評価

課題
整理
№

課名
事業
CD

事務事業
名称

区
分

Ｖ－⑥　上記以外の方法（その他）

61 建設課

9
9
7
2

マ ッ ピ ング
システム管
理費

自
治
事
務

両
方
可
能
性
が
あ
る

システムのさらなる構築の検討
を進める。併せて職員のシステ
ム操作に対する習熟度に差異
があるため，研修等により，リテ
ラシーの向上を図る。

な
い

　 推進

事業システム自
体の効率化と定
期的な研修に取
り組むこと。

62
維持管理
課

9
8
0
6

ポンプ場維
持事業

自
治
事
務

効
率
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

現在ポンプ場施設維持管理業
務は委託している。また，今年
度，村上第２汚水中継ポンプ場
の改修を行い，その後に村上第
１汚水中継ポンプ場を廃止する
ことから，本事業の効率性は向
上は図れる。

な
い
0 推進

ポンプ場の改修
や廃止により，
事業の効率化経
費縮減に取り組
み，ポンプ場の
効果的な運用を
図ること。

63
維持管理
課

9
9
6
1

災 害 時 応
急 給 水 用
機 材 整 備
事 業(水 道
事 業_資 本
的支出)

自
治
事
務

有
効
性
向
上
の
可
能
性
が
あ
る

災害用応急給水機材を備蓄す
ることを事業化しているが，災害
用井戸の活用と学校との連携
で，応急給水用機材を有効に活
用することができる。

あ
る

学校の災害用井戸の水質
管理と維持管理費用の増
加

検討

東日本大震災を
検証し，この事
業の改革改善を
検 討 し て い く こ
と。また学校防
災井戸の活用に
ついては，費用
対効果を検証し
たうえで，学校と
の連携を図り進
めていくこと。
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